
議案第４３号 

   さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一部を改正する条

例の制定について

 さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一部を改正する条例を

次のように定める。

  平成２９年２月７日提出

さいたま市長 清 水 勇 人

   さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例等の一部を改正する条

   例

 （さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例の一部改正） 

第１条 さいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第２９号）の一部を次のように改正する。

  次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

 （正規の勤務時間以外の時間における勤務）  （正規の勤務時間以外の時間における勤務）

第８条 任命権者は、市人事委員会（労働基準法（

昭和２２年法律第４９号）別表第１第１号から第

１０号まで及び第１３号から第１５号までに掲げ

る事業にあっては労働基準監督署長）の許可を受

けて、第２条から第５条までに規定する勤務時間

（以下「正規の勤務時間」という。）以外の時間

において職員に設備等の保全、外部との連絡及び

文書の収受を目的とする勤務その他の規則で定め

る断続的な勤務をすることを命ずることができる。

 ただし、当該職員が育児短時間勤務職員等である

場合にあっては、公務の運営に著しい支障が生じ

ると認められる場合として規則で定める場合に限

り、当該断続的な勤務をすることを命ずることが

できる。

第８条 任命権者は、市人事委員会（労働基準法（

昭和２２年法律第４９号）別表第１第１号から第

１０号まで及び第１３号から第１５号までに掲げ

る事業にあっては労働基準監督署長）の許可を受

けて、第２条から第５条までに規定する勤務時間

（以下「正規の勤務時間」という。）以外の時間

において職員に設備等の保全、外部との連絡及び

文書の収受を目的とする勤務その他の規則で定め

る断続的な勤務をすることを命ずることができる。

 ただし、当該職員が育児短時間勤務職員である場

合にあっては、公務の運営に著しい支障が生じる

と認められる場合として規則で定める場合に限り、

 当該断続的な勤務をすることを命ずることができ

る。

２ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要が

ある場合には、正規の勤務時間以外の時間におい

て職員に前項に掲げる勤務以外の勤務をすること

２ 任命権者は、公務のため臨時又は緊急の必要が

ある場合には、正規の勤務時間以外の時間におい

て職員に前項に掲げる勤務以外の勤務をすること

－40－



を命ずることできる。ただし、当該職員が育児短

時間勤務職員等である場合にあっては、公務の運

営に著しい支障が生じると認められる場合として

規則で定める場合に限り、正規の勤務時間以外の

時間において同項に掲げる勤務以外の勤務をする

ことを命ずることができる。

を命ずることできる。ただし、当該職員が育児短

時間勤務職員である場合にあっては、公務の運営

に著しい支障が生じると認められる場合として規

則で定める場合に限り、正規の勤務時間以外の時

間において同項に掲げる勤務以外の勤務をするこ

とを命ずることができる。

 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外

勤務の制限）

 （育児又は介護を行う職員の深夜勤務及び時間外

勤務の制限）

第９条 任命権者は、小学校就学の始期に達するま

での子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１

７条の２第１項の規定により職員が当該職員との

間における同項に規定する特別養子縁組の成立に

ついて家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る

家事審判事件が裁判所に係属している場合に限る。

 ）であって、当該職員が現に監護するもの、児童

福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第

１項第３号の規定により同法第６条の４第２号に

規定する養子縁組里親である職員に委託されてい

る児童その他これらに準じる者として規則で定め

る者を含む。以下この条において同じ。）のある

職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、

深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間を

いう。以下この項において同じ。）において常態

として当該子を養育することができるものとして

規則で定める者に該当する場合における当該職員

を除く。）が、規則で定めるところにより、当該

子を養育するために請求した場合には、公務の正

常な運営を妨げるときを除き、深夜における勤務

をさせてはならない。

第９条 任命権者は、小学校就学の始期に達するま

での子のある職員（職員の配偶者で当該子の親で

あるものが、深夜（午後１０時から翌日の午前５

時までの間をいう。以下この項において同じ。）

において常態として当該子を養育することができ

るものとして規則で定める者に該当する場合にお

ける当該職員を除く。）が、規則で定めるところ

により、当該子を養育するために請求した場合に

は、公務の正常な運営を妨げるときを除き、深夜

における勤務をさせてはならない。

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 前３項の規定は、第１６条第１項に規定する日

常生活を営むのに支障がある者（以下この項にお

いて「要介護者」という。）を介護する職員につ

いて準用する。この場合において、第１項中「小

学校就学の始期に達するまでの子（民法（明治２

９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定

により職員が当該職員との間における同項に規定

する特別養子縁組の成立について家庭裁判所に請

求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所

に係属している場合に限る。）であって、当該職

員が現に監護するもの、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定に

より同法第６条の４第２号に規定する養子縁組里

親である職員に委託されている児童その他これら

に準じる者として規則で定める者を含む。以下こ

の条において同じ。）のある職員（職員の配偶者

で当該子の親であるものが、深夜（午後１０時か

ら翌日の午前５時までの間をいう。以下この項に

おいて同じ。）において常態として当該子を養育

することができるものとして規則で定める者に該

４ 第１項及び前項の規定は、第１６条第１項に規

定する日常生活を営むのに支障がある者（以下こ

の項において「要介護者」という。）を介護する

職員について準用する。この場合において、第１

項中「小学校就学の始期に達するまでの子のある

職員（職員の配偶者で当該子の親であるものが、

深夜（午後１０時から翌日の午前５時までの間を

いう。以下この項において同じ。）において常態

として当該子を養育することができるものとして

規則で定める者に該当する場合における当該職員

を除く。）が、規則で定めるところにより、当該

子を養育」とあるのは「要介護者のある職員が、

規則で定めるところにより、当該要介護者を介護

」と、「深夜における」とあるのは「深夜（午後

１０時から翌日の午前５時までの間をいう。）に

おける」と、前項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育」とあるのは「要介護者のある

職員が、規則で定めるところにより、当該要介護

者を介護」と読み替えるものとする。
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当する場合における当該職員を除く。）が、規則

で定めるところにより、当該子を養育する」とあ

り、第２項中「３歳に満たない子のある職員が、

規則で定めるところにより、当該子を養育する」

とあり、及び前項中「小学校就学の始期に達する

までの子のある職員が、規則で定めるところによ

り、当該子を養育する」とあるのは、「要介護者

のある職員が、規則で定めるところにより、当該

要介護者を介護する」と、第１項中「深夜におけ

る」とあるのは「深夜（午後１０時から翌日の午

前５時までの間をいう。）における」と、第２項

中「当該請求をした職員の業務を処理するための

措置を講ずることが著しく困難である」とあるの

は「公務の運営に支障がある」と読み替えるもの

とする。

 （時間外勤務代休時間）  （時間外勤務代休時間）

第１０条の２ 任命権者は、さいたま市職員の給与

に関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２

号）第１９条第４項の規定により時間外勤務手当

を支給すべき職員に対して、規則で定めるところ

により、当該時間外勤務手当の一部の支給に代わ

る措置の対象となるべき時間（以下「時間外勤務

代休時間」という。）として、規則で定める期間

内にある勤務日等（次条第１項に規定する休日及

び代休日を除く。）に割り振られた勤務時間の全

部又は一部を指定することができる。

第１０条の２ 任命権者は、さいたま市職員の給与

に関する条例第１９条第４項の規定により時間外

勤務手当を支給すべき職員に対して、規則で定め

るところにより、当該時間外勤務手当の一部の支

給に代わる措置の対象となるべき時間（以下「時

間外勤務代休時間」という。）として、規則で定

める期間内にある勤務日等（次条第１項に規定す

る休日及び代休日を除く。）に割り振られた勤務

時間の全部又は一部を指定することができる。

２ ［略］ ２ ［略］

 （休暇の種類）  （休暇の種類）

第１２条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

 特別休暇、介護休暇、介護時間及び組合休暇とす

る。

第１２条 職員の休暇は、年次有給休暇、病気休暇、

 特別休暇、介護休暇及び組合休暇とする。

 （介護休暇）  （介護休暇）

第１６条 介護休暇は、職員が要介護者（配偶者（

届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ

 る者を含む。以下この項において同じ。）、父母、

 子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、

疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日

常生活を営むのに支障があるものをいう。以下同

じ。）の介護をするため、任命権者が、規則の定

めるところにより、職員の申出に基づき、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、３回を超えず、かつ、通算して６月を

超えない範囲内で指定する期間（以下「指定期間

」という。）内において勤務しないことが相当で

あると認められる場合における休暇とする。

第１６条 介護休暇は、職員が配偶者（届出をしな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。

 以下この項において同じ。）、父母、子、配偶者

の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は老

齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営

むのに支障があるものの介護をするため、勤務し

ないことが相当であると認められる場合における

休暇とする。

２ 介護休暇の期間は、指定期間内において必要と

認められる期間とする。

２ 介護休暇の期間は、前項に規定する者の各々が

同項に規定する介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する６月の期間内において必要と
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認める期間とする。ただし、任命権者が特に必要

と認める場合は、連続する３月の期間内において

必要と認める期間を延長することができる。

３ 介護休暇については、さいたま市職員の給与に

関する条例第１８条の規定にかかわらず、その勤

務しない１時間につき、同条例第２３条に規定す

る勤務１時間当たりの給与額を減額する。

３ 介護休暇については、さいたま市職員の給与に

関する条例（平成１３年さいたま市条例第４２号

）第１８条の規定にかかわらず、その勤務しない

１時間につき、同条例第２３条に規定する勤務１

時間当たりの給与額を減額する。

 （介護時間）

第１６条の２ 介護時間は、職員が要介護者の介護

をするため、要介護者の各々が当該介護を必要と

する一の継続する状態ごとに、連続する３年の期

間（当該要介護者に係る指定期間と重複する期間

を除く。）内において１日の勤務時間の一部につ

き勤務しないことが相当であると認められる場合

における休暇とする。

２ 介護時間の時間は、前項に規定する期間内にお

いて１日につき２時間を超えない範囲内で必要と

認められる時間とする。

３ 前条第３項の規定は、介護時間について準用す

る。

 （組合休暇）  （組合休暇）

第１７条 ［略］ 第１７条 ［略］

２・３ ［略］ ２・３ ［略］

４ 第１６条第３項の規定は、組合休暇について準

用する。

４ 前条第３項の規定は、組合休暇について準用す

る。

 （病気休暇、特別休暇、介護休暇、介護時間及び

組合休暇の承認）

 （病気休暇、特別休暇、介護休暇及び組合休暇の

承認）

第１８条 病気休暇、特別休暇（規則で定めるもの

を除く。）、介護休暇、介護時間及び組合休暇に

ついては、規則の定めるところにより、任命権者

の承認を受けなければならない。

第１８条 病気休暇、特別休暇（規則で定めるもの

を除く。）、介護休暇及び組合休暇については、

規則の定めるところにより、任命権者の承認を受

けなければならない。

   附 則    附 則

１～７ ［略］ １～７ ［略］

 （さいたま市職員の給与に関する条例附則第３２

項の規定により給与が減ぜられて支給される職員

に関する読替え）

 （さいたま市職員の給与に関する条例附則第３２

項の規定により給与が減ぜられて支給される職員

に関する読替え）

８ さいたま市職員の給与に関する条例附則第３２

項の規定により給与が減ぜられて支給される職員

に対する第１６条第３項（第１６条の２第３項の

規定により準用する場合を含む。）の規定の適用

については、同項中「第２３条」とあるのは、「

附則第３４項」とする。

８ さいたま市職員の給与に関する条例附則第３２

項の規定により給与が減ぜられて支給される職員

に対する第１６条第３項の規定の適用については、

同項中「第２３条」とあるのは、「附則第３４項

」とする。

 （さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）
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第２条 さいたま市技能職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１３年さいた

ま市条例第４３号）の一部を次のように改正する。

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与の減額） （給与の減額）

第２０条 ［略］ 第２０条 ［略］

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務

時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限

る。）を勤務しないことをいう。）、介護休暇（

当該職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下

この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父

母その他市長が指定する者で負傷、疾病又は老齢

により市長が指定する期間にわたり日常生活を営

むのに支障があるものをいう。以下この項におい

て同じ。）の介護をするため、任命権者が、職員

の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を必

要とする一の継続する状態ごとに、３回を超えず、

 かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定する

期間（以下この項において「指定期間」という。

）内において勤務しないことが相当であると認め

られる場合における休暇をいう。）又は介護時間

（当該職員が要介護者の介護をするため、要介護

者の各々が当該介護を必要とする一の継続する状

態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護者に

係る指定期間と重複する期間を除く。）内におい

て１日の勤務時間の一部につき勤務しないことが

 相当であると認められる場合における休暇をいう。

 ）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規

定にかかわらず、その勤務しない１時間につき勤

務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給す

る。

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務

時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限

る。）を勤務しないことをいう。）又は介護休暇

（当該職員が配偶者（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下この項に

おいて同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他

市長が指定する者で負傷、疾病又は老齢により市

長が指定する期間にわたり日常生活を営むのに支

障がある者の介護をするため、勤務しないことが

相当であると認められる場合における休暇をいう。

 ）の承認を受けて勤務しない場合には、前項の規

定にかかわらず、その勤務しない１時間につき勤

務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給す

る。

 （さいたま市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正）

第３条 さいたま市水道局企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成１３年

さいたま市条例第２７７号）の一部を次のように改正する。
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次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。

 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を

当該改正後部分に改める。

 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。

 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。

改正後 改正前

（給与の減額） （給与の減額）

第１７条 ［略］ 第１７条 ［略］

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務

時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限

る。）を勤務しないことをいう。）、介護休暇（

当該職員が要介護者（配偶者（届出をしないが事

実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下

この項において同じ。）、父母、子、配偶者の父

母その他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老

齢により管理者が指定する期間にわたり日常生活

を営むのに支障があるものをいう。以下この項に

おいて同じ。）の介護をするため、管理者が、職

員の申出に基づき、要介護者の各々が当該介護を

必要とする一の継続する状態ごとに、３回を超え

ず、かつ、通算して６月を超えない範囲内で指定

する期間（以下この項において「指定期間」とい

う。）内において勤務しないことが相当であると

認められる場合における休暇をいう。）又は介護

時間（当該職員が要介護者の介護をするため、要

介護者の各々が当該介護を必要とする一の継続す

る状態ごとに、連続する３年の期間（当該要介護

者に係る指定期間と重複する期間を除く。）内に

おいて１日の勤務時間の一部につき勤務しないこ

とが相当であると認められる場合における休暇を

いう。）の承認を受けて勤務しない場合には、前

項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間に

つき勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を

支給する。

２ 職員が部分休業（当該職員がその小学校就学の

始期に達するまでの子を養育するため１日の勤務

時間の一部（２時間を超えない範囲内の時間に限

る。）を勤務しないことをいう。）又は介護休暇

（当該職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母そ

の他管理者が指定する者で負傷、疾病又は老齢に

より管理者が指定する期間にわたり日常生活を営

むのに支障がある者の介護をするため、勤務しな

いことが相当であると認められる場合における休

 暇をいう。）の承認を受けて勤務しない場合には、

 前項の規定にかかわらず、その勤務しない１時間

につき勤務１時間当たりの給与額を減額して給与

を支給する。

附 則

 （施行期日）

１ この条例は、平成２９年４月１日から施行する。

 （経過措置）

２ この条例による改正前のさいたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例
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第１６条の規定により介護休暇の承認を受けた職員であって、この条例の施行の日

において当該介護休暇の初日（以下この項において単に「初日」という。）から起

算して６月を経過していないものの当該介護休暇に係るこの条例による改正後のさ

いたま市職員の勤務時間、休日及び休暇に関する条例第１６条第１項に規定する指

定期間については、任命権者は、規則の定めるところにより、初日から当該職員の

申出に基づくこの条例の施行の日以後の日（初日から起算して６月を経過する日ま

での日に限る。）までの期間を指定するものとする。

－46－


